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2008年 1月の有効求人倍率は0.98倍で、政府が景気の底と判断している2002年

1 月（0.51 倍）の 2 倍近くとなっており、雇用環境の回復がさかんに報じられてき
た。しかし、地域別では最高の愛知（1.86 倍）から高知（0.50 倍）や青森（0.47
倍）、沖縄（0.40 倍）まで雇用状況は大きく異なっているほか、業界間や社員・非正
社員間などでも雇用動向に格差が見られる。 
そこで帝国データバンクでは、2008 年度の雇用に関する企業の意識について調査
を実施した。調査期間は 2008年 3月 19日～31日。調査対象は全国 2万 872社で、
有効回答企業数は 1 万 189 社（回答率 48.8％）。なお、雇用動向に関する調査は
2005年2月、2006年2月、2007年2月に続き4回目。 
 
2008年度の正社員「採用増加」は21.3％へ低下、「採用予定なし」も 3割超 

2008年度（2008年 4月～2009年 3月入社）の正社員（新卒・中途入社）の採用
状況について尋ねたところ、「増加する（見込み）」と回答した企業は 1 万 189 社中
2,174社、構成比21.3％で全体の5社に1社となった。 
過去 3 回の調査を通してみると、雇用環境の改善が続くなかで 2005 年度が同

28.2％、2006年度が同 27.0％、2007年度が同 25.6％であった。また、「採用予定な
し」も 3 割を超えており、企業の景況感が後退しているなか、採用意欲が低下する
兆しも現れはじめた。 
企業からは、「グローバル化の拡大を狙って次世代を担う社員を積極的に採用した

い」（機械器具卸、広島県）といった声や「特定部門の強化と品質の向上（技術の継

承）に伴い内製化をより強化し、他社との差別化を図るため」（出版・印刷、大阪

府）との積極的な意見が聞かれた。他方、「中間年齢層（25～35 歳）が当時の経済状

況等により採用されなかったため人材不足」（紙加工品製造、埼玉県）や「2～5 年以

内に定年退職者が多く出るため」（機械器具卸、京都府）といった世代間のアンバラ

ンス解消による採用増も多く挙げられている。 
これを規模別にみると、『大企業』は同 25.2％（561 社）で『中小企業』（同

20.2％、1,613社）を 5.0ポイント上回っており、大企業（2008年 3月の景気DI：
39.9）の方が、依然として低迷が目立っている中小企業（同：34.5）よりも採用意欲
が高かった。 
また地域別では、これまで景気回復を牽引してきた『東海』（同 23.6％、249 社）
で採用増の割合が高かった一方、『四国』（同 16.3％、52 社）や『中国』（同 17.5％、
111 社）では低く、地域間格差は 7.3 ポイントとなった。これは、過去 3 回の調査
（2005年度：地域間格差7.0ポイント、2006年度：同10.3ポイント、2007年度：
同 10.9 ポイント）と比較すると、昨年、一昨年より低下しているものの、好調な大
都市圏と厳しい地方圏を反映するように正社員の採用についても地域間格差が表面化

する結果となっている。 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 

2008年度の雇用動向に関する企業の意識調査
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＜TDB景気動向調査2008年3月 特別企画＞ 

 
3割の企業に採用予定なし、雇用意欲に変調の兆し 
～ 『小売』では約4割の企業で非正社員から正社員への転換制度の導入が進む ～ 

21.3％
（2,174社）

28.2％
（2,659社）

27.0％
（2,636社）

25.6％
（2,519社）

31.6％
（3,217社）

36.9％
（3,481社）

32.6％
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正社員雇用について

2007年度
（2007年2月調査）

注1：有効回答社数は、2005年2月調査が9,424社、2006年2月調査が9,762社、2007年2月調査が9,849社、2008年3月調査が1万189社

注2：※1は「分からない」企業606社（6.4％）、※2は同861社（8.8％）、※3は同732社（7.4％）、※4は同753社（7.4％）
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（2005年2月調査）
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非正社員雇用、「増加（見込み）」は1割未満 

2008 年度の非正社員（派遣社員、パート・アルバイトなど）の採用状況について
尋ねたところ、「増加する（見込み）」と回答した企業は 1万 189社中 1,012社、構
成比9.9％で全体の1割に満たず、正社員の増加割合より低かった。 
企業からは、「派遣社員等で働いている人を正社員に登用していく予定」（機械器

具卸、東京都）といった正社員化の進展を挙げている企業のほか、「賃金コスト上昇

が急激で採用が困難（時給

を上げるとコスト割れを招

く）」（運輸・倉庫、群馬

県）や「派遣法の改定によ

り採用が困難」（金融、長

野県）といった非正社員市

場環境の変化による採用抑

制の声も聞かれた。 
 
正社員比率、「上昇する」企業は16.1％、 

『四国』は唯一、比率低下が見込まれるなど地域間格差が顕著に 

2008年度の正社員比率に
ついて尋ねたところ、2007
年度に対して「上昇する（見

込み）」と回答した企業は 1
万 189 社中 1,644 社、構成
比 16.1％で、「低下する（見
込み）」（同 8.6％、875 社）
を7.5ポイント上回った。 
「上昇する（見込み）」と

回答した割合を規模別でみる

と、『大企業』（同 19.0％、
423 社）が『中小企業』（同
15.3％、1,221 社）よりも高

く、業界別では『農・林・水産』（22.6％、7 社）や『サービス』（同 20.9％、280
社）、『運輸・倉庫』（同20.4％、74社）が高かった。 
また、地域別では『南関東』（同 18.1％、626社）や『東海』（同 17.1％、180社）、
『近畿』（同 17.0％、286 社）など大都市圏がそろって全体平均以上であったのに対
して、『四国』（同10.0％、32社）や『北海道』（同11.9％、62社）、『中国』（11.9％、
76 社）など地方圏は総じて低水準であった。特に、『四国』は全国 10 地域で唯一、
「低下する（見込み）」（同 10.3％、33 社）が「上昇する（見込み）」を上回ってお
り、景気の回復遅れが顕著ななかで正社員比率の低下が見込まれる状況となっている。 

 
正社員比率の上昇要因、「業容拡大への対応」が55.1％、 

正社員への転換が期待される「改正パートタイム労働法への対応」は13.5％ 
2008年度の正社員比率が「上昇する（見込み）」と回答した企業1,644社に対して、
その大きな要因を尋ねたところ、「業容拡大への対応」が 906社、構成比 55.1％（複
数回答、以下同）となり、次いで、団塊の世代が大量退職を迎えることによる「団塊

退職による補充」が同25.1％（413社）となった。 
2008 年 4 月から施行される「改正パートタイム労働法への対応」は同 13.5％
（222社）となり、非正社員から正社員への転換が少なからず期待される結果となっ
た。 
正社員比率が上昇する背景としては、「パート・アルバイトの採用状況が厳しいた

め、正社員募集（特に新卒）に力を入れている」（飲食料品小売、大阪府）、「景気減

速の局面に突入してき

ている時期に、新たな

市場への新規参入製品

の開発や景気回復局面

へ備えての新技術研究

のために技術者を拡充

する」（機械器具製造

卸、東京都）ために正

社員を増やすという声

が聞かれた。 

2008年度の正社員比率

上昇する（見込み）
（16.1％、1,644社）

変わらない（見込み）
（68.7％、6,996社）

注1：※は「分からない」（6.6％、674社）
注2：母数は有効回答企業1万189社

※

低下する（見込み）
（8.6％、875社）
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正社員比率が上昇する大きな要因（複数回答）

業容拡大への対応

団塊退職による補充

新規事業への参入

内製化の推進

業績低迷による

　　　　非正社員の削減

注：母数は、正社員比率が「上昇する（見込み）」と回答した1,644社

17.6％（290社）

15.2％（250社）

13.5％（222社）

（％）

効率化による

　　　　非正社員の削減
9.1％（150社）

25.1％（413社）
55.1％（906社）

6.4％（106社）

改正パートタイム労働法
　　　　　　　への対応

13.6％
（1,341社）

14.2％
（1,391社）

15.2％
（1,434社）

9.9％
（1,012社）

36.9％
（3,638社）

36.3％
（3,539社）

43.0％
（4,053社）

31.0％
（3,154社）

7.0％
（691社）

5.7％
（558社）

6.8％
（637社）

8.6％
（876社）

23.2％
（2,187社）

30.7％
（2,997社）

31.6％
（3,110社）

39.0％
（3,974社）
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非正社員雇用について

2007年度
（2007年2月調査）

注1：有効回答社数は、2005年2月調査が9,424社、2006年2月調査が9,762社、2007年2月調査が9,849社、2008年3月調査が1万189社

注2：※1は「分からない」企業1,113社（11.8％）、※2は同1,277社（13.1％）、※3は同1,069社（10.9％）、※4は同1,173社（11.5％）

2006年度
（2006年2月調査）

2008年度
（2008年3月調査）

増加する
（見込み）

変わらない
（見込み）

減少する
（見込み）

分からない

※1

※2

※3

採用予定はない

※4

2005年度
（2005年2月調査）
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非正社員から正社員への転換制度、「すでにある」「導入予定」は合計 21.2％、 

『小売』は約4割の企業で制度導入 

 2008 年 4 月から施行される「改正パートタイム労働法」では、非正社員から正社
員への転換を推進するための措置を講じることが義務化される。そこで、正社員への

転換制度の有無を尋ねた。 
その結果、「すでに制度はある」と回答した企業は 1万 189社中 1,038社、構成比

10.2％となった。今後「制度を導入する予定がある」（同 11.0％、1,125 社）と合わ
せると21.2％（2,163社）の企業で、非正社員を正社員化する制度を保有することに
なる。また、「制度を導入する予定はない」は同25.7％（2,615社）となった。 
転換制度の保有合計を規模別でみると、『大企業』（同 31.1％、690 社）が『中小
企業』（同18.5％、1,473社）を大きく上回る。一方、制度の導入予定がない企業は、
『大企業』の同 19.5％（434社）に対して、『中小企業』は同 27.4％（2,181社）と
高く、制度上の待遇面において企業規模による違いが表れる結果となっている。 
また、業界別では『小売』（同 38.4％、168 社）や『運輸・倉庫』（同 29.3％、

106 社）、『製造』（同 27.5％、813 社）などが高いのに対し、『建設』（同 10.5％、
144社）や『不動産』（同 12.4％、30社）、『卸売』（同 16.1％、535社）などは低い
保有割合となっている。非正社員が多い業界で保有割合が高くなっており、正社員化

への制度の充実による雇用安定化で消費活性化が期待されると同時に、非正社員の依

存度が高かった業界では新たな収益構造を生み出す必要に迫られていくとみられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【参考①】 2008年度の正社員の採用 ～ 規模・業界・地域別 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正社員への転換制度の有無 

すでに制度はある

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万189社

制度を導入する
予定がある

制度あり
制度を導入する
予定はない

分からない 非正社員はいない 合計

全体 21.2 （ 2,163 ） 10.2 （ 1,038 ） 11.0 （ 1,125 ） 25.7 （ 2,615 ） 30.2 （ 3,078 ） 22.9 （ 2,333 ） 100.0 （ 10,189 ）

大企業 31.1 （ 690 ） 17.9 （ 398 ） 13.1 （ 292 ） 19.5 （ 434 ） 37.6 （ 835 ） 11.8 （ 263 ） 100.0 （ 2,222 ）

中小企業 18.5 （ 1,473 ） 8.0 （ 640 ） 10.5 （ 833 ） 27.4 （ 2,181 ） 28.2 （ 2,243 ） 26.0 （ 2,070 ） 100.0 （ 7,967 ）

農・林・水産 19.4 （ 6 ） 6.5 （ 2 ） 12.9 （ 4 ） 22.6 （ 7 ） 51.6 （ 16 ） 6.5 （ 2 ） 100.0 （ 31 ）

金融 26.1 （ 30 ） 14.8 （ 17 ） 11.3 （ 13 ） 13.9 （ 16 ） 37.4 （ 43 ） 22.6 （ 26 ） 100.0 （ 115 ）

建設 10.5 （ 144 ） 4.0 （ 55 ） 6.5 （ 89 ） 25.9 （ 355 ） 27.2 （ 372 ） 36.4 （ 499 ） 100.0 （ 1,370 ）

不動産 12.4 （ 30 ） 5.8 （ 14 ） 6.6 （ 16 ） 24.0 （ 58 ） 31.8 （ 77 ） 31.8 （ 77 ） 100.0 （ 242 ）

製造 27.5 （ 813 ） 13.4 （ 395 ） 14.2 （ 418 ） 25.8 （ 762 ） 33.0 （ 974 ） 13.7 （ 403 ） 100.0 （ 2,952 ）

卸売 16.1 （ 535 ） 7.0 （ 232 ） 9.1 （ 303 ） 27.3 （ 905 ） 29.6 （ 982 ） 27.0 （ 895 ） 100.0 （ 3,317 ）

小売 38.4 （ 168 ） 20.8 （ 91 ） 17.6 （ 77 ） 23.1 （ 101 ） 29.9 （ 131 ） 8.7 （ 38 ） 100.0 （ 438 ）

運輸・倉庫 29.3 （ 106 ） 13.5 （ 49 ） 15.7 （ 57 ） 26.0 （ 94 ） 29.6 （ 107 ） 15.2 （ 55 ） 100.0 （ 362 ）

サービス 24.6 （ 329 ） 13.7 （ 183 ） 10.9 （ 146 ） 23.4 （ 313 ） 27.4 （ 367 ） 24.6 （ 330 ） 100.0 （ 1,339 ）

その他 8.7 （ 2 ） 0.0 （ 0 ） 8.7 （ 2 ） 17.4 （ 4 ） 39.1 （ 9 ） 34.8 （ 8 ） 100.0 （ 23 ）

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万189社

分からない 合計増加する（見込み） 変わらない（見込み） 減少する（見込み） 採用予定はない

100.0 （ 7,967 ）7.2 （ 575 ）

）

中小企業 20.2 （ 1,613 ） 35.8 （ 2,854 ）

） 100.0 （ 2,222） 8.0 （ 178） 10.9 （ 24241.7 （ 927 ）大企業 25.2 （ 561

100.0 （ 790 ）7.5 （ 59 ）

）

九州 21.4 （ 169 ） 35.7 （ 282 ）

） 100.0 （ 319） 7.8 （ 25） 32.6 （ 10433.2 （ 106 ） 10.0 （四国 16.3 （ 52

100.0 （ 636 ）8.8 （ 56 ）

）

中国 17.5 （ 111 ） 29.4 （ 187 ）

） 100.0 （ 1,686） 8.0 （ 135） 28.8 （ 48533.1 （ 558 ） 8.0 （近畿 22.1 （ 373

100.0 （ 1,053 ）8.1 （ 85 ）

）

東海 23.6 （ 249 ） 25.2 （ 265 ）

） 100.0 （ 474） 5.5 （ 26） 28.1 （ 13333.3 （ 158 ） 11.0 （北陸 22.2 （ 105

100.0 （ 3,465 ）7.7 （ 267 ）

）

南関東 21.8 （ 756 ） 28.1 （ 975 ）

） 100.0 （ 630） 5.7 （ 36） 31.9 （ 20131.9 （ 201 ） 10.0 （北関東 20.5 （ 129

100.0 （ 614 ）6.5 （ 40 ）

）

東北 22.5 （ 138 ） 37.6 （ 231 ）

） 100.0 （ 522） 4.6 （ 24） 44.6 （ 23325.9 （ 135 ） 7.3 （北海道 17.6 （ 92

）） 100.0 （ 10,189） 7.4 （ 753） 30.4 （ 3,09631.6 （ 3,217 ） 9.3 （全体 21.3 （ 2,174

100.0 （ 23 ）8.7 （ 2 ）

）

その他 21.7 （ 5 ） 60.9 （ 14 ）

） 100.0 （ 1,339） 6.7 （ 90） 22.6 （ 30333.6 （ 450 ） 10.3 （サービス 26.7 （ 358

100.0 （ 362 ）9.7 （ 35 ）

）

運輸・倉庫 21.8 （ 79 ） 26.8 （ 97 ）

） 100.0 （ 438） 7.1 （ 31） 26.9 （ 11831.1 （ 136 ） 12.6 （小売 22.4 （ 98

100.0 （ 3,317 ）8.0 （ 265 ）

）

卸売 18.9 （ 626 ） 36.1 （ 1,196 ）

） 100.0 （ 2,952） 6.5 （ 193） 25.9 （ 76534.9 （ 1,031 ） 11.3 （製造 21.3 （ 628

100.0 （ 242 ）7.9 （ 19 ）

）

不動産 13.6 （ 33 ） 39.7 （ 96 ）

） 100.0 （ 1,370） 7.1 （ 97） 33.8 （ 46328.9 （ 396 ） 7.2 （建設 23.1 （ 316

100.0 （ 115 ）16.5 （ 19 ）

）

金融 22.6 （ 26 ） 30.4 （ 35 ）

） 100.0 （ 31） 6.5 （ 2） 29.0 （ 938.7 （ 12 ） 9.7 （農・林・水産 16.1 （ 5

28.7 （ 2,290 ）

23.5 （ 27 ）

25.6 （ 62 ）

29.6 （ 981 ）

33.1 （ 120 ）

8.7 （ 2 ）

25.2 （ 155 ）

33.0 （ 1,143 ）

32.8 （ 345 ）

31.9 （ 203 ）

27.0 （ 213 ）

949 ）

14.1 （ 314 ）

8.0 （ 635 ）

3 ）

7.0 （ 8 ）

98 ）

13.2 （ 32 ）

335 ）

7.5 （ 249 ）

55 ）

8.6 （ 31 ）

138 ）

0.0 （ 0 ）

38 ）

8.1 （ 50 ）

63 ）

9.4 （ 324 ）

52 ）

10.4 （ 109 ）

135 ）

12.4 （ 79 ）

32 ）

8.5 （ 67 ）
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【参考②】 正社員の採用を「増加する」企業の各年度の構成比  

～ 規模・業界・地域別 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考③】 2008年度の正社員比率 ～ 規模・業界・地域別 ～ 
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注1：網掛けは全体平均以上を表す
注2：構成比％、（ ）内は社数

21.4 （ 169 ）

16.3 （ 52 ）

17.5 （ 111 ）

22.1 （ 373 ）

23.6 （ 249 ）

22.2 （ 105 ）

21.8 （ 756 ）

20.5 （ 129 ）

22.5 （ 138 ）

17.6 （ 92 ）

21.7 （ 5 ）

26.7 （ 358 ）

21.8 （ 79 ）

22.4 （ 98 ）

18.9 （ 626 ）

21.3 （ 628 ）

13.6 （ 33 ）

23.1 （ 316 ）

22.6 （ 26 ）

16.1 （ 5 ）

20.2 （ 1,613 ）

25.2 （ 561 ）

2008年度

21.3 （ 2,174 ）

32.1 （ 423 ）

26.5 （ 83

27.0 （ 2,636

28.6 （ 131

25.3

）

738 ）

25.2 （ 810 ）

74031.2 （

3

31.3 （

26.3 （

）

（

29.1 （ 95

30.2

31.4 （

15.0 （

24.6 （ 1,861 ）

28.6 （ 658 ）

23.8 （ 5 ）

33.0 （ 112 ）

748 ）

24.7 （ 112 ）

23.1 （

25.1 （ 716 ）

24.1 （ 54 ）

）

25.8 （ 325 ）

（ 20

14.3 （ 4 ）

その他 15.0 （

サービス 34.3 （

運輸・倉庫 27.3 （

小売 27.6 （

卸売

製造 28.8 （

27.6 （

（ 43

107 ）

789 ）

）

建設

金融 17.2

24.7 （ 296 ）

17.9 （ 21

不動産 24.2

22.6 （

（

（

22.7

26.7

農・林・水産 ） ）

）

）

）

）

）

131

416

）

）

7

29

337

70

2006年度2005年度

16.7

大企業

中小企業 25.7 （ 1,896

（ 4

）

902 ）

78 ）

416 ）

3 ）

30.7 （ 706 ）

27.4 （ 1,953 ）

北海道 23.4 （ 111 ） 19.4 （ 97 ） 20.0 （ 101 ）

東北 23.2 （ 139 ） 23.5 （ 143 ） 22.5 （ 138 ）

北関東 27.2 （ 146 ） ） 28.2 （27.1 （ 156 167 ）

南関東 30.2 （ 1,023 ） 29.7 （ 1,009 ） 27.5 （ 943 ）

北陸 29.4 （ 128 ） ） 26.8 （ 133 ）

東海 29.2 （ 260 ） 29.3 （ 276 ） 29.2 （ 286 ）

近畿 28.7 （ 416 ） ） 24.7 （（ 386

145

378 ）

中国 27.0 （ 169 ） 24.2 （ ）

四国 27.6 （ 84 ） ） 18.3 （ 56

172 ）

）

九州 25.2 （ 183 ） 24.9 （

（ 2,659

22.7 （195 ）

） 22.6 （160

増加する

） ） 25.6

2007年度

2,519 ）（全体 28.2

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万189社

上昇する（見込み） 分からない 合計低下する（見込み）変わらない（見込み）

全体 16.1 （ 1,644 ） 68.7 （ 6,996 ） 8.6 （ 875 6.6 （ 674） ） 100.0 （ 10,189 ）

大企業 19.0 （ 423 ） 63.4 （ 1,409 ） 9.9 （ 221 ） 7.6 （ 169 ） 100.0 （ 2,222 ）

中小企業 15.3 （ 1,221 ） 70.1 （ 5,587 ） 8.2 （ 654 6.3 （ 505） ） 100.0 （ 7,967 ）

農・林・水産 22.6 （ 7 ） 64.5 （ 20 ） 6.5 （ 2 ） 6.5 （ 2 ） 100.0 （ 31 ）

金融 16.5 （ 19 ） 54.8 （ 63 ） 7.0 （ 8 21.7 （ 25） ） 100.0 （ 115 ）

建設 12.6 （ 173 ） 71.7 （ 982 ） 8.2 （ 112 ） 7.5 （ 103 ） 100.0 （ 1,370 ）

不動産 11.2 （ 27 ） 72.3 （ 175 ） 8.7 （ 21 7.9 （ 19） ） 100.0 （ 242 ）

製造 17.9 （ 529 ） 68.3 （ 2,015 ） 8.3 （ 245 ） 5.5 （ 163 ） 100.0 （ 2,952 ）

卸売 13.8 （ 459 ） 71.3 （ 2,365 ） 8.0 （ 267 6.8 （ 226） ） 100.0 （ 3,317 ）

小売 16.0 （ 70 ） 62.6 （ 274 ） 14.6 （ 64 ） 6.8 （ 30 ） 100.0 （ 438 ）

運輸・倉庫 20.4 （ 74 ） 61.6 （ 223 ） 13.0 （ 47 5.0 （ 18） ） 100.0 （ 362 ）

サービス 20.9 （ 280 ） 64.6 （ 865 ） 8.1 （ 108 ） 6.4 （ 86 ） 100.0 （ 1,339 ）

その他 26.1 （ 6 ） 60.9 （ 14 ） 4.3 （ 1 8.7 （ 2） ） 100.0 （ 23 ）

北海道 11.9 （ 62 ） 71.6 （ 374 ） 11.7 （ 61 ） 4.8 （ 25 ） 100.0 （ 522 ）

東北 14.2 （ 87 ） 68.2 （ 419 ） 10.3 （ 63 7.3 （ 45） ） 100.0 （ 614 ）

北関東 16.5 （ 104 ） 65.9 （ 415 ） 10.8 （ 68 ） 6.8 （ 43 ） 100.0 （ 630 ）

南関東 18.1 （ 626 ） 67.1 （ 2,325 ） 7.7 （ 268 7.1 （ 246） ） 100.0 （ 3,465 ）

北陸 16.0 （ 76 ） 69.8 （ 331 ） 7.6 （ 36 ） 6.5 （ 31 ） 100.0 （ 474 ）

東海 17.1 （ 180 ） 68.9 （ 726 ） 8.3 （ 87 5.7 （ 60） ） 100.0 （ 1,053 ）

近畿 17.0 （ 286 ） 69.6 （ 1,173 ） 7.2 （ 122 ） 6.2 （ 105 ） 100.0 （ 1,686 ）

中国 11.9 （ 76 ） 72.6 （ 462 ） 9.0 （ 57 6.4 （ 41） ） 100.0 （ 636 ）

四国 10.0 （ 32 ） 73.4 （ 234 ） 10.3 （ 33 ） 6.3 （ 20 ） 100.0 （ 319 ）

九州 14.6 （ 115 ） 68.0 （ 537 ） 10.1 （ 80 7.3 （ 58） ）） 100.0 （ 790


